
 

就労環境改善サポート補助金交付要領 

 

（趣旨） 
第１条 本要領は、京都府中小企業団体中央会（以下「中央会」という。）が中
小企業等の長時間労働の是正や就労環境の改善等の取組を支援する補助金の交
付等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 
（定義） 
第２条 この要領において次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとこ
ろによる。 

(1)中小企業者等  中小企業等経営強化法（平成 11 年法律第 18 号）第２条第１
項に規定する中小企業者、社会福祉法人、医療法人及び特定非
営利活動法人をいう。 

(2)みなし大企業                      次のいずれかに該当する中小企業をいう。 
ア 中小企業以外の者（会社及び事業を営む個人に限る。）
との間に、総株主又は総社員の議決権の２分の１以上に相
当する議決権を単独で有する関係（以下「直接支配関係」
という。）がある者 

イ 中小企業以外の者及び当該者との間に直接支配関係が
ある者（会社及び事業を営む個人に限る。）との間に、総
株主又は総社員の議決権の３分の２以上に相当する議決
権をこれらの者が共同で有する関係がある者 

ウ 中小企業以外の者の役員又は職員を兼ねている者が役
員の総数の２分の１以上を占めている者 

（3)会社             会社法（第 17 年法律第 86 号）第２条第１号に規定する会        
                                                                                              社をいう。 
(4)補助対象者       京都府内に事業所等を有する労働者災害補償保険の適用事

業場で、以下のいずれかに該当するもの（みなし大企業に該

当しないもの及び国または地方公共団体から出資を受けて

いないものに限る。）であり、かつ、京都府社会保険労務士

会が実施する就労環境改善サポートアドバイザーの派遣を受

けたものであって、本要領により中央会において実施される

補助金の交付の対象となるものをいう。 

ア 中小企業等経営強化法第２条第１項に規定する中小企       

                  業者 

イ きょうと福祉人材育成認証制度による認証を受けてい

るもののうち 会社以外のもの 

ウ 「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス推進企業認

証制度による認証を受けているもののうち会社以外のも

の 

 エ ア、イ及びウに掲げるもののほか、知事と協議の 

上、特に中央会が認めるもの 
 

（補助対象者） 
第３条 この補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、前
条第４号に定める者とする。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する者は本補助金の対象と



しない。 
（１）  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23 年法律第 122

号)第２条に規定する「風俗営業」、「性風俗関連特殊営業」及び「接客業務受
託営業」を営む者。ただし、旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第３条第１項
に規定する許可を受け旅館業を営む者（風俗営業等の規制及び業務の適正化に
関する法律(昭和 23 年法律第 122 号)第２条第６項に規定する店舗型性風俗特
殊営業を営むものを除く。）を除く。 

（２）役員等(個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又は事業所
の代表をいう。以下同じ。)が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法
律(平成 3 年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。)第２条第６号に規
定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)であると認められるとき。 

（３）暴力団(暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)又
は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められたとき。 

（４）役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損
害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められ
るとき。 

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す
るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し
ていると認められるとき。 

（６）役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると
認められるとき。 

（７）下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方が
第２号から第６号までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約
を締結したと認められるとき。 

（８） 補助対象者が、第２号から第６号までのいずれかに該当する者を資材、原
材料の購入契約その他の契約の相手方とした場合(第７号に該当する場合を除
く。)に、中央会が補助対象者に対して当該契約の解除を求め、補助対象者がこ
れに従わなかったとき。 

（９） 第 1号から第８号に掲げる者のほか、中央会が不適当であると認める者 
   
（補助事業の内容） 
第４条 補助事業の内容は、補助対象者が京都府内において実施する次の各号に
掲げる事業とする。 

（１）就業規則の作成又は見直しに関する事業 
（２）長時間労働是正のための設備導入に関する事業 

（３）就労環境の改善のための設備導入に関する事業 

２    前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業は、補助対象事業としないものと
する。ただし、京都府と協議の上、中央会が必要と認める場合は、この限りで
ない。 

（１）     他の補助金等の交付を受けて行われる事業 
（２）     特定の政治に関連した事業 
（３）     特定の宗教に対する援助、助長、促進、圧迫、干渉等となるような事業 
（４）    事業効果に継続性が欠けると認められる事業 
（５）    第５条に定めるところにより算出した補助金の交付の対象となる経費（以
下     「補助対象経費」という。）が５万円未満の事業 

 

（補助対象経費等） 
第５条 補助対象経費、補助対象外経費、補助対象期間、補助率及び補助限度額
は、別表に定めるとおりとし、予算の範囲内において補助金を交付する。 

 



 
（補助金の申請等） 
第６条 補助金の交付を申請しようとする者は、就労環境改善サポート補助金交付
申請書（別記様式第１号）を、中央会に提出しなければならない。 

 
（事前着手） 
第７条 補助対象者は、補助金の交付決定前に事業を実施した場合（当該事業に
係る契約を締結した場合を含む。）は、補助金の交付を受けることはできな
い。ただし、やむを得ない事由により、当該事業に係る補助金の交付の申請を
行った日から当該申請に係る補助金の交付決定前までに当該事業を実施しよう
とする場合（当該事業に係る契約を締結しようとする場合を含む。）におい
て、別記様式第２号による事前着手届を中央会に提出して、その承認を受けた
ときは、この限りでない。 

 
（補助金の交付の決定等） 
第８条 中央会は、第６条の規定による申請書の提出があったときは、申請内容
等により審査等をするものとし、京都府と協議の上、その審査等の結果に基づ
き、補助金の交付又は不交付を決定するものとする。なお、中央会は、必要に
応じて現地調査等の審査を行い、京都府と協議の上、申請書の内容に係る事項
につき修正を加え、又は条件を付して補助金の交付を決定できるものとする。 

２ 中央会は、補助金の交付又は不交付を決定したときは、速やかにその内容及
びこれに条件を付したときには、その条件を当該申請者に通知するものとす
る。 

 
 
（申請の取下げ） 
第９条 補助対象者は、前条第２項の通知を受けた場合において、当該通知に係
る交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、中央会が別に
定める期日までにその理由を記載した書類を提出して、交付申請を取下げるこ
とができる。 

 
（補助事業の変更、中止又は廃止） 
第 10 条 補助対象者は、軽微な変更を除いて、事業の内容を変更しようとすると
きは、就労環境改善サポート補助金事業変更承認申請書（別記様式第３号）を
中央会に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 前項の規定は、事業を中止し又は廃止しようとするときにおいて準用する。
この場合において、前項の規定中「就労環境改善サポート補助金事業変更承認
申請書（様式第３号）」とあるのは「就労環境改善サポート補助金事業中止
（廃止）承認申請書（様式第４号）」と読み替えるものとする。 

３ 中央会は、前２項の申請に対し、申請事項を承認したときは、その旨を当該
申請者に通知するものとする。 

 
（補助事業遂行の義務） 
第 11 条 補助対象者は、補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に従い、
善良な管理者の注意をもって補助事業を行い、補助金を他の用途に使用しては
ならない。 

 
（補助事業の実績報告） 
第 12 条 補助対象者は、補助事業が完了したときは、速やかに、成果目標に対す
る効果測定を行うとともに、事業完了の日から 40 日以内に成果目標の達成状況



を含めて就労環境改善サポート補助金事業実績報告書（別記様式第５号）を中
央会に提出しなければならない。 

（補助金の額の確定等） 
第 13 条 中央会は、前条の実績報告があった場合において、当該報告に係る書類
の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該事業の成果が交付決定の
内容（第 10 条第３項に基づいて変更を承認したときは、その承認された内容）
及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確
定し、当該補助対象者に通知するものとする。 

 
（交付決定の取消し） 
第 14 条 中央会は、補助対象者が補助金を他の用途に使用し、その補助事業に関
して補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したときは、当該交
付決定の全部又は一部を取消すことができる。 

２  中央会は、前項の取消しの決定を行った場合には、その旨を当該補助対象者
に通知するものとする。 

 
（補助金の返還） 
第 15 条  中央会は、前条第１項の取消しを決定した場合において、当該取消しに
係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、中央会が別に定める期
日までに返還を命ずるものとする。 

 
（財産処分の制限） 
第 16 条  補助対象者は、中央会が定める期間内に、補助事業により取得し、又は
効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）を補助金の交付の目的以
外の用途に使用し、他の者に貸付け若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又
は債務の担保の用に供しようとするときは、中央会の承認を得なければならな
い。 

２ 中央会は、前項の承認を受けた補助対象者が取得財産等の処分をすることに
より収入があるときは、その収入の全部又は一部を中央会に納付させることが
できる。 

 
（立入検査等） 
第 17 条 中央会は、補助事業の適正を期すため必要があるときは、補助対象者に
対して報告させ、又はその事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査
することができる。 

  
（補助金の支払、請求） 
第 18 条  中央会は、第 13 条により補助金の額を確定したのち、補助金を補助対
象者に対し支払うものとする。 

２  補助対象者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、就
労環境改善サポート補助金支払請求書（別記様式第６号）により、中央会に補
助金の支払請求を行うものとする。 

 
（補助金の経理） 
第 19 条 補助対象者は、補助事業に係る経理について収支を明確にした証拠書類
を整備し、当該補助事業が完了した年度の翌年度から 10 年間保存しなければな
らない。 

 
 
（書類の提出部数） 



第 20 条 この要領により中央会に提出する書類の部数は、１部とする。 
 
（補 則） 
第 21 条 この要領に定めるもののほか、補助金交付に関して必要な事項は、中央
会が別に定める。 

 

附 則 
 この要領は、平成 29 年６月９日から施行する。 

附 則 
 この要領は、平成 30 年４月 18 日から施行する。 

附 則 
 この要領は、令和元年５月 15 日から施行する。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表  

 

 

 補助対象経費 

 

就業規則の作成又は見直しに関する経費、長時間労働是正のため

の設備導入に関する経費（労働時間管理適正化システムの導入

等）、就労環境の改善のための設備導入に関する経費 

 

補助対象外経費 

  

人件費、借入れに伴う仕入れ利息、公租公課（消費税等）、不動

産購入費、官公署に支払う手数料等、振込手数料、飲食・接待

費、税務申告・決算書作成等のための税理士等に支払う費用、そ

の他公的資金の使途として社会通念上不適切と認められる費用 

補助対象期間 前期：令和元年５月15日から令和元年10月31日まで   

後期：令和元年10月15日から令和２年１月31日まで 

補 助 率 ２分の１以内 

補助限度額 １補助事業者当たり30万円 

ただし、就業規則の作成又は見直しに係る経費は、10万円（その他の

規程、労使協定等の作成又は見直しに係る経費含む）。なお、補助金

の額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものと

する。 

 


